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令和２年度消費者庁調達改善計画 
 

１．調達改善計画の目的 

 限られた財源の中で政策効果を最大限向上させるためには、政策の遂行に必要な財・サー

ビスの調達を費用対効果において優れたものとすることが不可欠である。 

このため、令和２年度については、「調達改善の取組の推進について」（平成２５年４月

５日行政改革推進本部決定）及び「調達改善の強化について（調達改善の取組指針の策定）」

（平成２７年１月２６日行政改革推進会議。以下「指針」という。）において示された取組

等を行うとともに、「令和元年度調達改善計画の上半期自己評価の結果」を踏まえ、更なる

調達の適切性、透明性の確保、効率性の向上等を目指す。 

このため、次のとおり、ＰＤＣＡサイクルにより、透明性・外部性を確保しつつ、自律的

かつ継続的に調達改善に取り組み、調達改善を推進することとする。 

 

２．調達の現状分析 

 消費者庁の平成 30 年度調達状況は、表１から表４までのようになっており、平成 30 年度

の少額随意契約を除く契約件数は 120 件、契約金額は 4,253 百万円である。 

 そのうち競争性のある契約は 100 件、契約金額は 3,810 百万円であり、競争性のない随意

契約は 20 件、契約金額は 443 百万円である。 

 なお、競争契約の金額が平成 29 年度から増加した主な要因は、平成 30 年度に情報システ

ム関係で 3,166 百万円の国庫債務負担行為による契約があったためである。 

 また、競争性のない随意契約の金額が増加した主な要因は、平成 29 年度に予定していた

消費者庁ＬＡＮシステムの更改が平成 30 年度に延期されたことに伴う再リース経費（281

百万円）を随意契約で行ったためである。 

 平成30年度の競争契約87件、3,750百万円に占める一者応札の割合は、件数で25件（29％）、

金額で 473 百万円（13％）と、それぞれ前年度と比べ、８件（５ポイント増）、311 百万円

（△17 ポイント）となっている。 

 平成 30 年度の少額随意契約を除く調達実績（120 件、4,253 百万円）の割合を主な経費別

で見ると、情報システムは、件数で 33 件（28％）、金額で 3,631 百万円（85％）、調査研

究は 31 件（26%）、283 百万円(７％)、会議等運営支援は 10 件（８％）、65 百万円(２％）

となっており、これらの経費については、経費の性質等からそれぞれ違う取組を実施した結

果、経費区分ごとの一者応札の件数割合は、情報システムで３ポイント増、調査研究で 30

ポイント増、会議等運営支援で 20 ポイント減、全体で５ポイント増となっており、会議等

運営支援では一定の成果が見られるものの、情報システム及び調査研究については成果が見

られない結果となった。 
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 表１ 平成 30 年度消費者庁における調達の契約種別       （単位：件、百万円） 

契約方式 契約件数 割合 契約金額 割合 

 競争性の 

 ある契約 

競争契約 ８７ ７３％ ３，７５０ ８８％ 

企画競争による

随意契約 
 １  １％   ５  ０％ 

公募による随意

契約 
１０  ８％  ５２  １％ 

不落・不調に 

よる随意契約 
 ２  ２％  ３  ０％ 

小計 １００ ８３％ ３，８１０  ９０％ 

競争性のない随意契約 ２０ １７％ ４４３  １０％ 

合計 １２０ １００％ ４，２５３ １００％ 

（注１）平成 30 年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。） 

（注２）金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

 

表２ 平成 30 年度消費者庁における調達の状況        （単位：件、百万円） 

 １者 ２者以上 合計 

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 

競争契約 ２５ ４７３ ６２ ３，２７７ ８７ ３，７５０ 

 割合  ２９％   １３％  ７１％   ８７％  １００％  １００％ 

企画競争に 

よる随意契約 
 ０   ０  １   ５  １   ５ 

割合   ０％    ０％ １００％ １００％ １００％  １００％ 

公募による 

随意契約 
４   ４４  ０   ０  ４   ４４ 

割合 １００％  １００％   ０％   ０％   １００％   １００％ 

（注１）平成 30 年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。） 

（注２）比率については、単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注３）表２の「公募による随意契約」欄には、『「公共調達の適正化について（平成 18 年財計第 2017 号）」

1.(2)②ホ(イ)及びヘ』にある「試験又は講習の実施に係る会場の借上げについて、日時、場所及び収容人

員等の諸条件を明らかにしたうえで、公募を行うもの」及び「一定の要件を明示したうえで公募を行い、

当該要件を満たす者から申込みがあった場合には、全ての者と契約するもの」（タクシーチケット供給業

務等の複数者との契約を前提としているもの）については、計上しないこととする。そのため、表１とは

数値が一致しないことがある。 
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表３ 平成 30 年度消費者庁における調達経費の内訳        （単位：件、百万円） 

 契約件数 割合 契約金額 割合 

情報システム ３３ ２８％ ３，６３１ ８５％ 

調査研究 ３１ ２６％ ２８３  ７％ 

会議等運営支援 １０  ８％  ６５  ２％ 

その他 
 （６） 
４６ 

 ３８％ 
  （８） 
２７５ 

  ６％ 

合計 
（６） 
１２０ 

１００％ 
（８） 

４，２５３ 
１００％ 

（注１）平成 30 年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。） 

（注２）金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注３）情報システムについては、システム関係経費の機器賃貸借・保守・運用支援等に係る経費である。 

（注４）調査研究については、実態調査、動向調査等の各種調査、意識調査、情報分析等に係る経費である。 

（注５）その他については、消費者ホットラインの運用支援業務等に係る経費が含まれる。 

（注６）その他の上段括弧書は、公募のうち応募資格を満たしているものが複数ある場合に複数者と契約を締結する

もので内数である。 

 

表４ 平成 30 年度消費者庁における競争契約における一者応札に係る調達経費の内訳 

（単位：件、百万円） 

 契約件数 割合 契約金額 割合 

情報システム ８ ３２％ ２６７ ５６％ 

調査研究 １２ ４８％ １５９ ３４％ 

会議等運営支援 １  ４％  ３  １％ 

その他 ４ １６％ ４５ １０％ 

合計 ２５ １００％ ４７３ １００％ 

（注１）平成 30 年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。） 

（注２）金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

 

３．取組等 

  別紙１、２参照 

４．自己評価の実施方法 

調達改善計画の自己評価については、調達改善計画の実施状況に基づき、上半期（４～

９月）終了後及び年度終了後に実施し、自己評価結果をその後の調達改善の取組や調達改

善計画の策定に反映させるものとする。 
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５．調達改善の推進体制等 

（１）推進体制 

   調達改善計画の策定・推進に当たっては、平成28年度から消費者庁行政事業レビュー

推進チームに課長補佐（契約、用度・営繕担当）を、平成30年度から総務課管理室長を

加えた体制により取り組んでいる。 

○構成 

事務局長:次長 

事務局メンバー：審議官、総務課長、参事官、総務課管理室長、課長補佐（予算担当）、

課長補佐（契約、用度・営繕担当）、会計専門官 等 

消費者庁行政事業レビュー外部有識者 

（２）外部有識者の活用 

取組の推進に当たっては、外部有識者の意見を活用するものとする。 

 

６．その他 

調達改善計画に関する取組状況等については、消費者庁ウェブサイトで公表するものと

する。なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達改善

計画の改訂を行うものとする。また、消費者庁各課における主要な調達案件について、年

間の業務スケジュールを作成し、その進捗を管理することにより、適正な執行を行う。 



重点的な取組、共通的な取組 消費者庁

（原則、定量的に記載）
目標達成
予定時期

○

指針を踏まえて特に改善に取り組む事項
　
一者応札改善のため、一者応札となった案件に
関しては、応札しなかった事業者へヒアリングを実
施する。

一者応札改善のためのアンケート調
査を引き続き実施する。ただし、回答
率が低いことから、アンケート調査に
加え一者応札となった案件の担当課
において、仕様書等を受け取りに来
た事業者と入札説明会に出席した事
業者のうち応札しなかった者に対し、
①なぜ応札しなかったのか、②主な
要因は何か、③どのような点に気を
付けていれば、応札したのか　等のヒ
アリングを実施する。ヒアリング事項
は契約係で作成する。
具体的な取組は下記のとおり。
・アンケート調査を消費者庁ホーム
ページから回答できるようアンケート
フォームを作成
・平成30年度に作成したヒアリング事
項をより具体的なものに見直し
・一者応札対応シートの作成

一者応札となった案件には何らか
の理由があり、その理由を探るこ
と、また、その理由を探る過程で
仕様書作成及び調達過程におい
て、どのような点に気を配れば複
数者が応札可能となるのか、担
当課に仕様書作成の要件の検討
を促すため。

A Ｈ３０

・仕様書を入手、又は入札説
明会に出席した事業者が複数
あったにもかかわらず一者応
札となった案件に関しては、
必ず担当課に対し契約係が
作成したヒアリングシートを基
に、開札後１週間以内に直接
ヒアリングを実施させ、一者応
札となった理由を明らかにさ
せる。そして、その内容を具体
的に契約係に報告させるとと
もに、翌年度以降の調達にお
いては、事業実施決裁時にヒ
アリング結果の反映内容を明
記させる。

Ｒ２

〇 随意契約の見直し

定期購入物品については、令和元年
度に引き続きオープンカウンター方式
での調達を実施し、不定期の物品調
達等についてもオープンカウンター方
式による調達を実施する。

オープンカウンター方式を導入す
ることにより、見積合わせに参加
する事業者が増え、競争性の確
保がなされると考えられるため。

A Ｈ３１
・オープンカウンター方式によ
る調達件数が前年度の件数
を上回ることとする。

Ｒ２

○
調達改善に向けた審査・管理の充実

一者応札改善への取組を行っていく
ため、事前審査として、仕様書におけ
る調達内容、資格要件等について審
査を実施する。また、事後審査として
外部有識者による入札等監視委員会
を行う際には、一者応札が継続する
案件等のテーマに対する改善案の検
討を依頼し、改善への取組の検討を
行い、改善策の成果を同委員会に報
告する。また、一者応札となった個別
案件については、一者応札の要因分
析及び要因分析を踏まえた対応策を
整理した一覧表を作成し、入札等監
視委員会の検討資料とする。さらに
事業者の利便性を図る観点から電子
調達システムの電子入札機能を利用
した調達を行う。

A Ｈ２６ Ｒ２

具体的な取組内容は、下記のとおり。
・入札参加資格の緩和（特に資格等
級については、契約担当官等が特に
必要があると認めるときは全等級とす
るよう検討）
・仕様書の内容の見直し
・入札に参加可能な事業者の事前調
査
・競争参加者を確保するための十分
な準備期間の確保
・業務説明会の開催等による周知徹
底
・公告期間をより確保（市場価格調査
及び入札公告期間を合わせ最低価
格落札方式は3週間以上、総合評価
落札方式は4週間以上の公告期間を
確保）
・入札等監視委員会より一者応札改
善の指摘を受けた調達に関し、検討
結果及び改善策を入札等監視委員
会に報告
・入札等監視委員会による事後審査
・電子調達システムの電子入札機能
を利用した調達の実施

○ 地方支分部局等における取組の推進 地方支分部局がないため、該当なし － － － －

○ 電力調達、ガス調達の改善
合同庁舎に入居しているため、自ら
調達することはない。

－ － － －

令和２年度の調達改善計画

重点的
な取組

共通的
な取組

取組の目標

難易度具体的な取組内容

・情報システムについては、ＣＩ
Ｏ補佐官による調達仕様書審
査において、複数者応札の障
害となり得る事項の見直しを
行い、担当課においては複数
者へ入札参加を呼び掛ける。
・調査研究については、仕様
書の見直し、参加資格の緩
和、履行期間の確保、業務説
明会の開催を検討する。
・会議等運営支援について
は、十分な準備期間の確保の
検討を実施する。
・会計担当においては、分か
りやすい仕様書作成や担当
課及び事業者にとって無理の
ない調達スケジュールの検討
を行うとともに支払条件の検
討を行い、一者応札となる件
数の縮減を図る。
・入札等監視委員会について
は、年２回開催することを継続
していく。
・競争入札案件については、
全て電子調達システムの電子
入札機能を利用する。

取組の
開始年度

重点的な取組の
選定理由

取組の項目
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消費者庁

継続

継続

継続

継続

継続

継続

市場価格調査の実施

・適正な価格で契約を行うため、市場価格調査を積極的に実施し、複
数者から見積書を徴取するとともに過去に調達した類似事例等を参
考にし、適正な予定価格の設定を行う。

その他の取組

調達の適正性の向上

・競争性のない随意契約をする際は、随意契約審査委員会におい
て、随意契約にせざるを得ない理由を含めてその是非の審査を行うと
ともに、競争手続への移行を検討する。
・随意契約については、価格交渉の内容を把握し、適正な価格となっ
ているのか検証を行う。
・特にシステム関連については、ＣＩＯ補佐官による価格の妥当性等の
検証を行う。
・随意契約に係る情報の公表として、契約件名・相手方・契約金額等
について、消費者庁ウェブサイトにおいて公表し、透明性の確保を図
る。

具体的な取組内容
新規
継続
区分

汎用的な物品・役務

・汎用的な消耗品（ＯＡ消耗品、コピー用紙等）の調達や役務契約（速
記等）については、共同調達を行う。

人材の育成

・内閣府で実施される会計実務研修への積極的な参加や、調達事務
の手引きを整備し、職員のスキルアップを図る。

総合評価落札方式への対応

・情報システム開発、調査、研究、広報等の調達において技術的要素
の評価を行うことが重要であるものについては、総合評価落札方式を
採用し、事前に適正な評価項目となっているか、価格点と技術点の割
合の適正の可否を会計担当で審査し、事業者からの提案書提出後に
技術提案内容の履行の確保等を技術等審査会で検証する。

外部有識者による個別調達案件の点検

・各調達案件について、入札等監視委員会の外部有識者による契約
の競争性、公正性等の事後チェックを行う。

別紙２
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